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重要事項説明書 
 

令和 7 年 4 月１日改定 
 

1. 当認知症対応型共同生活介護の概要 
（１）事業者（法人）の概要 

名称・法人種別 医療法人社団 平真会 

代表者名 平良 眞一郎 

所在地 ・ 連絡先 （住所） 東京都練馬区南田中３－２６－３ 
 
（電話） ０３－３９９７－２６５７ 
（FAX）  ０３－３９９５－３８２６ 
 

（２）事業所の概要 
名 称 医療法人社団 平真会 

薬師堂グル－プホーム澄 
所在地 ・ 連絡先 （住所） 東京都練馬区向山１－１４－１６ 

２階から３階 
 
（電話） ０３－５９８７－５６６５ 
（FAX）  ０３－５９８７－５６６７ 
 

事業所番号 １３９２０００１４５ 

管理者の氏名 廣瀬 優 

（３）共同生活介護の目的及び運営方針 
① 目 的 認知症でも人間として尊厳をもって最後まで共同生活ができ、

地域との交流を持ち、残存機能を大切に維持し、健康で人間らし

い生活を送ること。 
② 運 営 方 針 家庭的で安心して日常生活が送れるように配慮します。 

一人一人自由な空間の持てる生活ができるように配慮します。 
家族との連絡を密にします。 

③ 計画の作成 計画作成担当者が、お客様の直面している課題等を評価しお客

様の希望を踏まえて、介護従事者と協議の上、認知症対応型共

同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成し

ます。また、サービス提供の目標の達成状況を評価し、その結

果を書面（サービス報告書）に記載してお客様に説明の上、交

付します 
 



2 
 

 
（４）職員体制及び設備等 

① サービス提供時間、利用定員 
   

サービス提供時間 ２４時間体制 
日中時間帯 ７：００～２０：００ 
利用定員内訳 ９名 １ユニット 

 
② 職員体制 

 主 な 業 務 内 容 

管理者 １名 
ホームの管理運営・介護計画作成・利用者及び家族の相談

苦情に関すること 

介護支援専門員 １名 介護計画作成 

防火防災管理者 １名 防災責任者・利用者の生活支援・介護 

介護スタッフ ６名 利用者の生活支援・介護 

③ 資格 
 資  格 常  勤 非常勤 業務内容 

管理者 介護福祉士 
１ 

 
 

管理全般 

介護全般 

計画作成担当者 介護支援専門員  １ 介護計画作成 

介護職員等 介護福祉士 ４ 1 介護全般 

  〃 実務者研修   介護全般 

  〃 初任者研修 1  〃   

  〃 実践者研修 １    〃 

④ 設備 
(1) 耐火構造物 
(2) ２階６室、３階３室  
(3) 浴室（機械浴１、一般浴１） 
(4) リビングキッチン ２階 

 
2. サービスの内容 

（１） 介護保険給付対象サービス 
① 食事、掃除、その他の家事等について、介護従事者がお客様のお手伝いをします。 

種    類 内     容 

日常生活の援助  食事、掃除などの家事や入浴、排泄のお手伝いを行います。 

相談及び援助  入所者とその家族からの御相談に応じます。  

② 入浴 
   入浴は毎回本人の健康を確認して行います。 

体調が悪い時には清拭にて対応することができます。 
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③ 排泄 
   排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

④ 健康管理 
   医師・看護師・介護職員が連携を行い、健康管理を行います。 

訪問歯科とも連携をとっています。 
⑤ レクリエーション活動 

       日常生活を活性化する為に種々のレク活動を実施し楽しみのある生活になるよう援助を

します。 
       ボランティアによる音楽療法等活動しています。 

⑥ その他自立への支援 
   寝たきり防止のため、できるかぎり日常の生活が活性化するように配慮します。 

生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 
清潔で快適な生活を送るために、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

（２） 短期利用共同生活介護 
① 当事業所は、各共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室を利用し、短期間の指定認知症

対応共同生活介護（以下「短期利用共同生活介護」という。）を提供する。 
② 短期利用共同生活介護の定員は一の共同生活住居につき１名とする。 
③ 短期利用共同生活介護の利用は、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めるものとする。 
④ 短期利用共同生活介護の利用に当たっては、利用者を担当する居宅介護支援専門員が作成する

居宅サービス計画の内容に沿い、４日以上利用の場合は当事業所の計画作成担当者が認知症対

応型共同生活介護計画を作成することとし、当該認知症対応型共同生活介護計画に従いサービ

スを提供する。 
⑤ 入居者が入院等のために、長期にわたり不在となる場合は、入居者及び家族の同意を得て、短期

利用共同生活介護の居室に利用することがある。なお、この期間の家賃等の経費については入居

者ではなく、短期利用共同生活介護の利用者が負担するものとする。 
（３） 料金等 

介護サービスを使用するために必要な費用、及びお支払い方法等は【契約書別紙】をご参照ください。 
 

3. 入所の手続き 
（１）利用の申込み 

・要介護認定区分が要支援２又は要介護状態にあると審査判定された方で、ケアプランに基づき、

当事業を必要とする者が利用できます。 
    ・ホームにて、利用に関する手続きの説明やホーム見学を行います。 
    ・必要な書類は介護保険証、診療情報提供書等になります。 
（２）事前面接 

・利用を希望した者の事前面接を行います。 
・面接にて、本人の状態を確認します。 
・契約事項、重要事項の説明を行い、利用の意思確認をあらためて行います。 
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（３）入所判定 
・事前面接の情報と診療情報提供書をもとに、当法人において入退所判定会を行い、入所の可否

判定を行います。 
・入所決定の基準は、本人の心身の状態、当ホーム設備・職員配置上における対応可否、空室居

室での対応可否、他の利用者との関連などと併せて事業の主旨に照らし合わせて総合的に判

断します。 
（４）入所決定と入所 

・入所の決定通知を行い、荷物搬入日、入所日を決めます。 
・入所する居室は、当ホーム側が指定します。 

 
4. 退所の手続き 

利用契約書第１５条により、契約の終了事由が発生した場合、次の手順で退所となります。 
（１）当法人にて、退所判定を行います。 
（２）退所先については、事業所と家族、担当介護支援専門員との間で協議を行い、すみやかに検討し、

決定します。 
（３）退所先の選定については、事業者と家族、担当介護支援専門員の三者が共同してその作業にあたり

ます。 
（４）退所先が決まり次第、退所日を決定します。 
（５）退所日に、利用料金等を現金にて精算を行います。個人の契約に基づく電話、新聞料金の精算は、

利用者及び家族等が行います。 
 

5. 衛生管理等 
（１） 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理に努め

るとともに、衛生上必要な措置を講じます。 
（２） 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を検討する委

員会をおおむね６ヶ月に１回以上開催するとともに、その結果について、周知徹底します。 
② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 
③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 
6. 業務継続計画の策定等について 
（１）感染症や災害時の発生時において、利用者に対する指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務

継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 
（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 
（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 
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7. 事故発生の対応方法について 
利用者に対する当認知症対応型共同生活介護の提供により事故が発生した場合は、行政、利用者の

家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事故については、事業所として事故の状況、

経過を記録し原因の分析、再発防止のための取り組みを行います。 
また、利用者に対する当認知症対応型共同生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。 
 

8. 緊急時の対応方法について 
当認知症対応型共同生活介護の提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合に

は、速やかに主治の医師へ連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連

絡先にも連絡します。 
 

9. 看取りに関する指針 
（重度化した場合の対応にかかる指針） 
  看取りには「薬師堂グループホーム澄」の利用者が最後の場所及び治療等について本人の意思、及

び家族の意向を最大限に尊重して行うものとする。 
  看取りを希望される利用者、家族の支援を最後の時点まで継続することを基本とする。 
  看取り実施中にやむを得ず病院や在宅等に搬送する利用者においても、搬送先の病院等への引継

ぎ、継続的な利用者及び家族への支援を行うものとする。 
（急変時における医師や医療連携との連携体制） 
  利用者の急変時、主治医又は協力医療機関に連絡、指示を受ける。状態を把握し、家族と連携して

身体状態や介護内容について医師からの説明を受け、家族の意向に沿った適切な処置をおこない

ます。 
（入院期間中における居住費や食事の取り扱い） 
  家賃・水道光熱費・共益費の徴収とし、入院期間が１ヶ月以上に及ぶ場合は、契約を一時中断とし

ます。 
（看取り看護に関する考え方） 
  医師による診断が、医学的に回復不能とみなされた時が看取りの開始とする。 
  本人及び家族に対して、主治医、又は協力病院から十分な説明が行われ、本人又は家族の同意を得

なければならない。 
可能な限り尊厳と安楽を保ち、安らかな死が迎えられるよう施設の整備、職員教育を整える。 

※別途同意書あり。 
 

10. 秘密保持の厳守 
（１）施設及び全ての職員は、サービス提供をする上で知り得たご利用者及びそのご家族に関する秘

密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、雇用契約終了後も同様といた

ます。 
（２）ご利用者から予め文書で同意を得ない限り、居宅介護支援事業等に対し、ご利用者の個人情報

を提供いたしません。 
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11. 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとおり

必要な措置を講じます。 
（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹

底を図ります。 
（２）虐待防止のための指針を整備しています。 
（３）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 
（４）サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（利用者の家族等高齢者を現に擁護する者）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、行政に通報するものとし

ます。 
 

12. 身体拘束について 
１ 事業所は、当該利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き身体拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わない。やむを得ず身体拘束を行う場合

には、その様態及び時間、その際の利用者の身体の身体状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

するものとする。 
２ 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 
① 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ヶ月に１回以上開催するとともに、その

結果について従業者に対し、周知徹底を図るものとします。 
② 身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 
③ 従業者に対して、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 
13. 非常災害対策 

（１）防災の対応   消防法に基づく防災マニュアルにより速やかに対応いたします。 
（２）防災設備    消火器設備、自動火災通報設置、防排煙設備、火災通報設備、 

避難器具設備、誘導灯設備、スプリンクラー設備等を設置 
（３）防火責任者   練馬消防署届け出 防火管理責任者 

 
14. サービス内容に関する相談・苦情 

(１） 当ホ－ムの苦情対応窓口 

相談・苦情に対する常設の窓口として、相談担当者を置いています。また、担当者が不

在のときは、介護支援専門員・ホーム長・施設長が担当します。ご不明な点は何でもお

尋ねください。 
 担当  管理者 廣瀬 優 電話 ５９８７－５６６５ 

(２) 区市町村の苦情対応  

 
利用者様の住所を担当する地域包括支援センター 

 地域包括支援センター 電話     －     

 練馬区保険福祉サービス苦情調整委員会 電話 ３９９３－１３４４ 
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 東京都国民健康保険団体連合会 介護相談窓口 電話 ６２３８－０１７７ 

 練馬区介護保険課                   電話 ３９９３－１１１１  
 

15. 当事業者の特徴等 
（１） 今までの生活リズムが変わることなく、地域での生活が続けられるように支援します。 
（２） 医療法人が経営するため、医療連携を密に行います。 
（３） 新任研修、実務研修を年１回行います。 
（４） 自己評価を年１回行います。当ホーム備え付けファイルで公表しています。 
（５） 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行ってい  

  ます。 

  直近実施年月日：令和 7 年 7 月 23 日 
  第三者評価機関名：パブリックサービス R＆C合同会社 
  評価結果の開示状況：当ホーム備え付けファイル・東京都福祉ナビゲーション情報公開        

（６） 運営推進委員会を開催しサービスの評価を行います。奇数月第３土曜日開催です。 
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認知症対応型共同生活介護にあたり、契約書及び本書面で重要な事項の説明を行いました。 
令和 00 年 00 月 00 日   

 
 

 
事業者   

所在地 
名 称 
代表者 
管理者 

 
練馬区向山１－１４－１６ ２階から３階 
医療法人社団 平真会 薬師堂グループホーム澄 
平良 真吾  
廣瀬 優 

 
 
印 
 
 

 説明者                            印  
 

 
私は、契約書及び本書面により、事業者から認知症対応型共同生活介護についての重要な事項の説明

を受けて同意し、交付を受けました。 
令和  年  月  日 

 
利用者 

 
 
 

住所 
氏名 

 
印 

代理人 
 
 
 

住所 
氏名 

 
印 

家族代表 
 
 

住所 
氏名 

 
印 

 
 


